経済史講義メモ(20040615)

配布資料：①少子化資料・・・新聞切り抜き・・・学生諸君・若者に関係ある現代日本の大問題・・・一人一人が真剣に考えてみるに値する問題。女性の社会進出、女性の自立独立の意識のあり方、経済成長、経済的豊かさ、年金問題、人間生活の豊かさ、その他、現代社会の諸問題に深く関わるもの。

　　　　　②働くインセンティブは何か・・・高橋伸夫東大教授（経済学教室）

戦後日本の発展を特徴付けるとされる日本の「人本主義企業」システム（伊丹敬之・一橋大学教授）は、どのようなものか？

伊丹説と日本の国民の実感とは、どこが合っており、どこがずれているか？

企業内部の「人本主義」が、社会的には問題をもたらしてはいないか？

日本とアメリカのGDPの構成の特徴をスティグリッツ『マクロ経済学(第2版)』の統計から、見ておこう。

	スティグリッツ『マクロ経済学第2版』p.75より作成
	
	

	表1－1
	アメリカのGDP(1995)｣最終財アプローチと所得アプローチ

	　　　　　　　最終財アプローチ
	　　　　　　　所得アプローチ
	％

	消費
	49,234
	雇用者所得
	42,094
	58.1

	投資
	10,675
	利潤・賃貸料・利子等
	24,425
	33.7

	政府支出
	13,585
	間接税
	5,959
	8.2

	純輸出
	-1,017
	
	
	

	合計
	72,478億ドル
	合計
	72,478億ドル
	100．0

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	表1－2
	　日本のGDP(1996年)：最終財アプローチと所得アプローチ

	　　　　　　　最終財アプローチ
	　　　　　　　所得アプローチ
	％

	消費
	303.0兆円
	雇用者所得(賃金)
	281.1兆円
	55.9

	投資
	149.2兆円
	利潤、賃貸料、利子等
	186.3兆円
	37.0

	政府支出
	48.5兆円
	間接税
	37.7兆円
	7.5

	純輸出
	2.3兆円
	統計上の不突合
	ﾏｲﾅｽ2.1兆円
	ﾏｲﾅｽ0.4

	合計
	503.0兆円
	合計
	503.0兆円
	100


GDPのうち消費が、日本の場合約60％程度に対し、アメリカは、68％。日本の相対的過少消費が浮かび上がる。

GDPのうち投資が、日本の場合、約30％に対し、アメリカは14.7％。日本の相対的な過剰投資が浮かび上がる。

GDPのうち政府支出（消費）が、日本の場合の9.6％に対し、アメリカは18.7％と倍近いくらいの割合となっている。（アメリカの軍事費の突出！　帝国アメリカ）

GDPのうち、日本は純輸出＝黒字で、アメリカは赤字となっている。

日本の高投資＝高蓄積に対応し、利潤、賃貸料、利子等のGDPにしめる割合が、アメリカより3.3％も高く、逆に雇用者の所得のGDPにしめる割合はは、アメリカより2.1％も低い。

日本とアメリカを比べると、日本の方がアメリカより資本主義(過剰資本蓄積＝生産拡大偏重・国民の消費抑圧＝国民の生活の質の｢貧しさ｣)、というデータを意味していないか
。

　｢サービス残業｣、｢過労死｣、青年の非常に多くのフリーター化、若者の職と所得の不安定による家庭形成の難しさ、少子化などは、企業の過剰な資本蓄積、過剰な勤務時間などを意味しないか？　(就業者があまりにも長時間仕事をしすぎると、働き場所を少なくする・・・失業
の一つの要因は、長時間過度労働の存在・・・ワークシェアリングが必要)

　アメリカの場合、日本などより所得格差が大きく、拡大しているといわれる。

日本も所得格差が拡大しているといわれる。

いわゆるジニ係数
で議論されている。

GDPの中に占める消費割合、雇用者所得割合は、こうした所得格差を考慮した場合、アメリカと日本で何を意味するか？

スティグリッツ『マクロ経済学第2版』p.78・・・

「GDPは、経済成長にともなう環境の悪化は反映されない。またGDP統計は誤解を招く指標でもある。例えば、ある貧しい国が、所得を増加させるために森林の伐採を決定したとしよう。しかしこれらの森林は、何世紀もの時間を経て、生育したものである。森林伐採によって、その経済の産出量は計画上は上昇するが、その国の資産は減少する。こうした産出水準は、持続可能（サステナブル）なものではない。

そこで国連が導入したのが、環境や天然資源への影響も考慮に入れたグリーンGDPと呼ばれる新しい国民経済計算体系である。上の森林伐採を例にとるならば、グリーンGDPでは通常のGDPから天然資源の減少分が差し引かれることになる。政策担当者は、グリーンGDP指標によって、森林伐採により通常のGDPは増加するが、それは長続きしないことを知ることができる。森林伐採は、社会の富を増加させるのではなく、それを減少させているのである」と。

自然環境を破壊してしまうことは、大局的に社会の富を減少させ、破壊させることである。人間の自然的な豊かさ・成長可能性を、過度な労働（過度な精神的消耗）によって磨耗させてしまうことは、大局的長期的に、社会の富（その富の源泉である労働能力）を破壊するものである。・・・過度に進行するわが国の少子化はまさにその危険を示すものである。

かつて、最初の産業革命を実行したイギリスでは、機械制大工業による長時間労働や児童労働が蔓延した。しかし、そうした長時間労働や児童労働は、社会の存続さえも危うくするものであった。

だから、10時間労働法といった労働時間制限が、国家の法律で、企業・産業資本に強制された。営利法人の私的利益は、社会の安定的存続の上にはじめて成り立つことであり、利潤極大化の動機を暴走させてはならないのである。

とくに民主主義国家では、国民が主権者なので、国民が議会を通じて、利潤極大化の暴走を規制しなければならない。「規制緩和」が、利潤極大化だけを自由にするものであっては、社会全体が衰弱する。

現在の日本では、いたるところで長時間労働が普通になっている。

家族が一緒に夕食をとるといった勤労・生活条件は、5500万人ほどの雇用者のどれだけに保障されているか?　平和な家庭生活（そのための余暇の時間＝自由な時間＝個人と家族のための時間）は保障されているか？

夫婦共働きで、子供が放置されてはいないか？

現在日本で起きているいくつもの悲劇の中には、余暇がなく、自由がなく、極度の緊張状態が連続する人々の状況と何か関係があるのではないか？

子供が放置されているところに、仮想現実のどぎつい場面がインターネットなどを通じて入り込み、子供の精神状態のバランス（現実と仮想とのバランス）を失わせてはいないか？

世界の労働時間はどのようになっているか？
現在の日本では、大量失業、若者の大量失業・フリーター化を前にして、その打開策として、労働時間短縮＝ワークシェアリングが提案されている。

熊沢誠『リストラとワークシェアリング』岩波新書、2003年
（この新書の参考文献のひとつに本学教授・齊藤毅憲編の研究書の一章、商学部助教授（2004年4月から香川大学経済学部助教授）･吉田誠さん執筆の「ゆらぎのなかの働き方」があげられている。齊藤毅憲・石井貫太郎編著『グローバル時代の企業と社会』ミネルヴァ書房、2002年）。
熊沢の提案、すなわち、法的規制にもとづく一律型ワークシェアリング、それを基本前提にする個人選択型ワークシェアリングの制度化は、大量失業、若年層フリーター化、社会不安、消費冷却状態などの克服、そして社会の活性化･高度化・男女共同参画型社会の建設(その前進)、少子化の防止、豊かな人間的なバランスのとれた社会の創造のために必要不可欠であり、非常に重要な提案である。
日本がドイツやオランダなどといった生活の質の上での先進国の仲間に入るためには、あるいはむしろ人間生活の質の世界的最先端を行くためには、ワークシェアリングは、是非とも必要なことであろう。

それは、自由の王国にまっさきに近づくことであろう。
　
　日本の現実は、「サービス残業」の無法状態が、日本を代表するような企業でも横行していることであり、生活貧国・人権貧国である。

Cｆ.成果主義の諸問題（辻下徹教授ＨＰ「国立大学独立行政法人化の諸問題」の関連リンクより転載）
　現代日本の「過労死」も、働く人々自身がその連帯の力で克服していくべきものである。Cf.労働基準オンブズマン
日本の現状（総合的統計、過労死の現場は、この全体的統計とは違う労働実態）については、Cf.「世界的に異常な日本の労働時間、違法残業」・・・ここにあげられている統計：日本の労働時間は長い　国際労働機関の雑誌より
労働時間の国際比較（その１）
	一人当たり年間労働時間

	　
	1990年
	1991年
	1992年
	1993年
	1994年
	1995年
	1996年
	1997年
	1998年
	1999年
	2000年

	ｵｰｽﾄﾘｱ
	1,869.0
	1,858.0
	1,850.0
	1,874.0
	1,879.0
	1,876.0
	1,867.0
	1,866.0
	1,860.0
	1,864.0
	1,860.0

	カナダ
	1,789.8
	1,769.5
	1,761.0
	1,765.4
	1,783.3
	1,779.8
	1,787.4
	1,776.9
	1,767.4
	　　
	　　

	日本
	2,031.0
	1,998.0
	1,965.0
	1,905.0
	1,898.0
	1,884.0
	1,892.0
	1,864.0
	1,842.0
	1,842.0
	　　

	USA
	1,942.6
	1,936.0
	1,918.9
	1,945.9
	1,945.3
	1,952.3
	1,950.6
	1,965.9
	1,956.8
	1,975.8
	1,978.7

	韓国
	2,514.0
	2,498.4
	2,478.0
	2,476.8
	2,470.8
	2,484.0
	2,467.2
	2,436.0
	2,390.4
	2,497.2
	2,474.4

	NewZealand
	1,820.1
	1,801.7
	1,811.7
	1,844.0
	1,851.2
	1,843.3
	1,837.9
	1,822.7
	1,825.3
	1,841.5
	1,817.3

	仏
	1,657.0
	1,645.0
	1,646.0
	1,642.3
	1,638.9
	1,613.9
	1,607.7
	1,605.3
	1,604.2
	　　
	　　

	独
	1,593.3
	1,572.7
	1,622.1
	1,610.3
	1,576.6
	1,557.2
	1,545.3
	1,546.1
	1,503.1
	1,556.2
	1,480.1

	ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ
	1,728.0
	1,708.0
	1,688.0
	1,672.0
	1,660.0
	1,648.0
	1,656.0
	1,604.0
	1,552.0
	1,524.0
	1,520.0

	ノルウェー
	1,432.0
	1,427.3
	1,436.9
	1,434.0
	1,431.0
	1,414.0
	1,407.4
	1,399.4
	1,398.6
	1,395.1
	　　

	スウェ-デン
	1,546.3
	1,533.2
	1,550.6
	1,567.4
	1,605.7
	1,613.2
	1,623.0
	1,624.0
	1,629.4
	1,635.1
	　　

	イギリス
	1,767.4
	1,767.8
	1,728.9
	1,722.8
	1,736.5
	1,740.0
	1,738.0
	1,736.5
	1,731.0
	1,719.9
	　　

	オランダ
	1,433.0
	1,421.0
	1,413.0
	1,404.0
	1,388.0
	1,384.0
	1,374.0
	1,365.0
	　　
	　　
	　　


出所：ＩＬＯ労働統計 Annual hours worked per person 
なお、「より長時間働くことが、より良い労働につながるか？」（ILO)（JISHAのＨＰ）参照
ILO発行「World of work」1999年10,11月号(訳 国際安全衛生センター) 
企業経営の観点からの次のような「効果性(effectiveness)重視の経営」を強調する指摘も、その内実をよく読むと、社会的に追求すべき目標を示している。
「企業は、今後、効率(efficiency)を高めるだけではなく、
1 労働時間の短縮を通じて従業員の生活の質を高め、
2 協力工場との関係では、企業はサプライヤーとの間で新しい共生関係を模索し、
3 顧客満足も今まで以上に重視し、
4 株主の保護にも配慮し、
5 地球環境の保護も避けて通れない問題である。
企業がこれらの社会的責任を果たしながら、企業の主要な目的を高めて永続的な企業の存続、成長、発展を図りえたとき、効果性(effectiveness)重視の経営を行ったといえる。｣（櫻井通晴『管理会計(第二版)』同文舘出版、2003年、p.32.）

そのような｢効果性重視の経営｣のために、管理会計は経営者(資源配分意思決定、経営戦略策定)に適正な情報(会計情報)を提供する課題を担っている、という。

さて、現実の企業社会の実態は？

現在流行の「規制緩和」（新自由主義）は、働く人々をどこに追いやっているか？
-----------------引用-------------------

新自由主義の「小さな政府」論は破綻しつつある！－労働行政の規制改革をどうみるか－東大社研　田端博邦教授

全労働省労働組合、第22回中央行政研究集会での講演より転載
　政府は「規制緩和が労働市場を良くする」との主張を繰り返している。常識で考えれば、政府の責任放棄ともいうべき誤った考え方だ。しかし一方では、これが唯一の方向性であるかのような勢いを得ている。 

　労働法制の規制緩和と労働行政
　労働法制の規制緩和の出発点は、80年代の臨調行革。90年代になると頻繁にかつ小出しに労働法制が「改正」されていった。このやり方が制度の枠組の崩壊を見えにくくした。財界の主張に抗しえなかったのが大きな原因だが、労働省の一貫性のなさも指摘せざるをえない。政策決定システムも労使合意を要件とした審議会から、今や総合規制改革会議のように労働者を無視する仕組みになりつつある。なぜこのように規制緩和が叫ばれるようになったのか。
　臨調行革では「増税なき財政再建」がメインテーマとなった。ここで財界の中核である多国籍企業や金融資本は規制緩和を主張し、バブル崩壊で「構造改革」を求めた。政府も新自由主義（新古典派経済学）政策へ傾いていった。「規制は非効率を生む」「市場メカニズムが最良のものをつくる」「労働者は自己責任を全うする自立した存在」。こうした新自由主義の考え方は同時代のアメリカをモデルとしている。今のアメリカはどうであろう。かつてない所得格差と治安の悪化が進行している。
　労働行政の「規制緩和」
　ＮＰＭ（New Public Management）という言葉がある。これは「公共サービスを民間事業体で」という発想で、99年に行革委員会最終報告で初めて使われた。省庁再編や独立行政法人化そして総合規制改革会議もすべてこの流れの中にある。たとえば職業紹介について「全国無料のサービス体系は必要」と言いつつ「その実施主体は行政でなくてかまわない」と主張するのもＮＰＭの考えに基づく。しかも厚生労働省も小出しに譲歩している。これでは公設民営化や独立行政法人化への条件づくりを後押ししているようなものだ。
　総合規制改革会議は総じて「官製市場」改革を訴えるが、公共サービスがなぜ非効率なのか明らかにしていない。聞く耳持たない姿勢は宗教じみている。おそらくは民間ビジネスの拡大の思惑しかない。大いに反論できるところだ。
　バブル不況と雇用対策
　労働法制や労働行政の緩和が進められる中で雇用対策はどうだったか。残念ながら粉飾的施策としか言いようのないほど系統的なスキームが無かった。政治的な配慮せざるえなかったこともあろうが、「見せる」ための助成金を乱発したのではないか。使い方が大事なのに、バラバラにつくられた感がある。腰の据わったポリシーが無ければ必然的にそうなる。
　能力開発や教育訓練も雇用政策の一環として費用をかけるべき。失業補償も手厚くすべきだ。もっと大胆に公的投資していい。もうひとつ見逃されそうなのが労働時間だ。刑事罰を用いてでも改めさせない限り、過労死や過労自殺は防げない。強力な残業規制がなされれば雇用を増やすワークシェアリングも広がる。
　むすびにかえて
　今、労働行政に求められるのはシステマチックな雇用政策である。それに伴う公的投資も増やすべきだ。完全雇用などの政策理念があれば規制緩和の動きにも惑わされることはない。自信を持ってグランドデザインを示したらいい。
　また、政府・財界の力が強すぎることは問題である。労働者がこれほど弱い立場に置かれているのは望ましくない。このアンバランスを是正するのも労働行政の役割である。
　新自由主義の小さな政府理論が破綻しつつあるのは述べたとおり。日本はアメリカ型ではなく、労働法制や雇用政策が充実しているヨーロッパ型社会にこそ目を向けるべきではないか。それは決して財界の言う競争力の無い社会ではない。規制緩和論はここから覆せよう。社会にとって欠かすことのできない労働行政の発展に期待している。
URL : http://university.main.jp/blog/archives/001189.html 

競争力とはなにか？・・・・労働の生産力・・・生産流通消費の全分野における科学技術の発展

能力構築競争とは？・・・・労働の生産力の構築・・・労働の生産力とは？

人間・人類の能力の発現活動＝労働（知的労働＝精神的労働）であるとすれば、その人間・人類の能力の全面的開花こそが、競争力の点でも決定的になるのではないか。

その全面的開花をこそ促進すること、そのための諸条件の整備こそが、人間らしい競争力構築ではないか？　それを通じて、労働時間を減らすことが、余暇の充実、これが人間の活力（精神的肉体的活力）を回復増強し、人間を楽しくさせるのではないか。

田端氏が批判する「財界の言う競争力」とは、どんなものか？

人間を人間として豊かにするような競争力構築か？・・・・みんなで考えてみるべき問題。

資本主義発達史における

利潤（剰余価値）拡大の二つの方法・・・①労働時間延長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　②労働生産性の向上

人本主義企業は①と②のどちらを目指すか、どちらを実現しているか？

近代産業資本
　　　　　　　　　v＝Ar(労働者・全従業員の給料)　　　　    ｍ＝剰余価値
　G(貨幣)－W(商品＝ｖ+ｃ)・・・・P(生産過程)・・・(c＋v＋m)＝W’―G’
　　　　　　　　　　 ｃ＝Pm(生産手段の費用)　　   　　v＋m＝付加価値
利潤（剰余価値＝m）を極大化するということは、

１．絶対的形態（労働時間延長のやり方）

一日の労働時間をながくすることで、mを大きくする方法・・・v＋mの全体が大きくなる（その中で「v＝労働者の取り分」は残業手当などで少しだけ増やすと言うやり方）

　10時間労働日・・・5時間（ｖ）+5時間（ｍ）

　12時間労働日・・・5時間（ｖ）+7時間（ｍ）・・・・残業手当など出さない場合に相当。

　12時間労働日・・・5時間（ｖ）＋残業手当1時間分δｖ+6時間（ｍ）・・・残業手当を出す場合でも、企業の取り分も増える。

２．相対的形態（労働生産性を上げるやり方）

一日の労働時間を法定どおりにきちんと守る（いやそれどころか、法定労働時間よりも少ない勤務時間とする）場合でも、m部分を大きくする方法がある。

　　　それは、vを相対的に小さくする（一日の労働時間のなかで、ｖ部分を全体のなかで、したがってまたｍ部分との比率で小さくする）というやり方。

現在の法定8時間労働日を前提にすると、

　古い生産性の企業・・・8時間労働日・・・4時間（ｖ）+4時間（ｍ）

　新しい生産性の企業・・8時間労働日・・・3.5時間（ｖ）+4.5時間（ｍ）　とか

3時間（ｖ）+5時間（ｍ）

　　　　　　　2時間（ｖ）+6時間（ｍ）

　　　　　　　　　　　と言うことを実現するやり方。

　それを可能にするのは、労働生産性を上げること・・・仕事の仕方の人間的合理的な効率化、知性・理性の活用・・・機械技術の導入などでそれを実現する。　

ｖは従業員の生活費である。

それでは、その生活費を少なくする方法は？

　　　生活必要物資を安くする・・・生活必要物資の生産性をあげる。

　　　

例えば、

同じ品質（または今までより高い品質）で、なおかつ価格が安い穀物、

同じ品質（または今までより高い品質）で、なおかつ価格が安い衣料、衣服類　

同じ品質（または今までより高い品質）で、なおかつ価格が安い住宅、などなど　

-----------

穀物を安くするには？・・・農業生産力（農業機械など）を飛躍的によくする

衣料を安くするには？・・・衣料原料の生産費を安くする（農業生産力）、紡績における生産費低廉化（紡績機械の生産性）、織布における生産費低廉化（織布機械の生産性）

最近テレビで見た山形の織物業・・・いっさい人手を使わないで、縫い目なしのセーターなどを製造。人間はコンピューターを監視し操作するだけ。作業はすべて機械が自動的に。

中国や東南アジアなど「人件費が安い」から、ということで日本との競争力を持っている、生産立地の移転・・・しかし、労働力がほとんど要らなくなれば、すなわち手作業などの人手が必要なくなれば（投入する労働者数を極限にまで減らされれば）、あるいは人間が単に機械を監視しているだけの少人数でよくなれば、そして自動機械で大量に生産できるようになれば、コストは大幅切り下げが可。

住宅・・・ツーバイフォーなど工業化・規格化された建設方法・・工場で部品を大量低コストで生産→住宅現場では、組み立てだけ。

身近に見られる住宅建設現場・・・・・・熟練の大工さんはいない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　建築作業の非熟練化

------------　

　農業機械、紡績機械、織布の機械を低廉に生産するためには、製鉄業など農業機械の生産のための分野の生産性が上がらなければならない・・・生産手段生産部門における生産性の上昇・科学技術の投入

さらに、人間の肉体労働・手作業を極限にまで切り詰めて、できるだけすべての作業を機械・コンピューター化で行ってしまう。
　こうした条件を達成するのは、すべての分野で、労働の生産性を上げるしかない。

労働の生産性を上げる方法は？

歴史的に、そして現在でも重要なもの・・・協業にもとづく分業（働く人々の有機的な連携と仕事の分担）

現代に近づけば近づくほど重要になり、今後ますます重要になること・・・・科学技術の発達、技術開発、イノヴェーション　

　人間の労働がますます手足肉体（肉体労働）から頭脳（頭脳労働＝精神的労働）に移っていく。
第一段階：15世紀から18世紀60－70年代まで・・・「協業にもとづく分業」

　マニュファクチャー時代・・・アダム・スミスの叙述・・・そのもっとも成熟した発達した形態

第二段階：1760－70年代以降、現代まで、機械制大工業の累積的世界的発達、

　最新の生産力の発達段階・・・ＩＴ情報機器、インターネット

第三段階：1870年代―20世紀末・・世界的な経済的競争と経済外的競争・・・帝国主義・植民地主義とその克服

現代：

労働の社会的性格は、いまやまさにグローバル化。そのグローバル化が急速に進展する21世紀。

時代の大きな要請（生産力水準）とその時代を代表する経済学の相互関係

第一段階の最後の段階の経済学の代表・・・アダム・スミス

第二段階の経済学の代表・・・・リカード、マルクス

第三段階の経済学の代表・・・・ケインズ

　現代は？
　　　　経済学の発達史で、何を受け継ぎ、どう発達させるべきか？

　　　　　　　・・・私の見地は、これまでも述べてきたように、いまいちどアダム・スミス以来の労働価値説を現代的に（知的労働・精神的労働・科学技術労働が高度に発達した現代社会・現代世界を踏まえて）鍛えなおすべきだという見地。

第一段階　アダム・スミス・・・生産力の発達による自由主義の主張・重商主義批判

　アダム・スミス段階の生産力・・・マニュファクチャー（工場制手工業）における「協業にもとづく分業」の高度な発展。

アダム・スミス『国富論』（岩波文庫他の邦訳あり）

　ぜひ、手にとって、編別構成を見て欲しい。

　冒頭にあるのは、分業論。

分業とはなにか？　　　

日本語では、「業」を「分」ける。

その元になった英語では、division（分割） of labor（労働）、

ドイツ語では、Teilung（分割） der Arbeit（労働）、

すなわち、分業＝「労働の分割」、「仕事の分割」。
分業には、「社会的分業」と「作業場内分業・工場内分業・経営内分業」とがある。

 アダム・スミスが、『国富論』冒頭で、詳しく説明しているのは、作業場内分業（マニュファクチャーの内部の協業と分業）

　これに対して、アダム・スミスよりも前の経済学者、科学的経済学の創始者とされるウィリアム・ぺティは、社会的分業（社会の全体的な分業構造）を説いた。　　　

ウィリアム・ぺティ・・・｢ぺティは分業を生産力として、しかもアダムスミスよりももっと大規模な構想で展開した。・・・・彼は、…のちにアダム・スミスがピンの製造についてやったように、生産にとっての分業の利益を懐中時計の製造について示しただけではなく、同時にまた一都市や一国全体を大工場施設という観点から考察することによっても示している。…ぺティは、自分を新しい一科学の創始者だと自覚していた。
｣
ぺティの壮大な構想力『政治算術』・・・・一国経済の構造を一つの大工場として考える。

　　資本主義社会においては、私的民間企業が無数に存在するのが社会。

　　そのバラバラの無数の私企業（資本主義企業）が、商品交換を通じて、結合されている。売買関係が、無数の私企業の間を仲介している。

現代では、国民経済計算、法人企業統計、産業連関表、その他において、一国経済全体を捉えることは、経済学分野では、普通になっている。

しかも、世界の先進諸国全体がそのような経済計算で全体を予測し、計測するようになっている。

その主体としての国家（統計局）

さらに現代では、世界的にも各国民経済の連関が、世界銀行、ＩＭＦ、国連などの諸機関で計測・予測されるようになっている。

講義では、世界各国のＧＤＰの統計を資料配布した。

　

作業場内の計画性と、無数の私企業で構成される社会の無秩序（競争関係、市場関係）とは、決定的に違う原理。

中世都市的手工業（ギルドやツンフトとの親方・職人・徒弟の身分的固定的関係）・・・・基本は、手労働、熟練。

マニュファクチャーの発達とその競争力の優位・・・単純な作業への分割とその組み合わせ、単純労働、部分人間（細分化された道具、人間の部分作業への道具化・機械化）
資料配布・・・アダム・スミス『国富論』冒頭部分

日本の幕末・明治維期は、すでに世界は機械制大工業の段階、イギリス＝世界の工場

日本は幕末・明治維新期に「文明開化」の道を選択し、西欧近代科学を大々的に取り入れた。すでに、その当時は、イギリスを中心とする西洋列強は、高度な機械制大工業、その前提としての近代科学を高度に発展させていた。その迅速な導入が課題となった。

最近の解説書・・・佐々木力『科学論入門』岩波新書

　　　　　　　　　福沢諭吉『学問のすすめ』岩波文庫

　　　　　　　　　　　同　『新訂　福翁自伝』岩波文庫

佐々木力、p11 ・・・「福澤は東洋の伝統社会が欠落させているものは二つあると説いた。」　1899年の『福翁自伝』より・・・「東洋の儒教主義と西洋の文明主義と比較して見るに、東洋になきものは、有形に於いて数理学と、無形に於いて独立心と、この二点である」。

 　佐々木、ｐ.12-13 福澤にとって、儒学、とくに朱子学を「虚学」として排し、西欧近代科学、すなわち・・・サイエンスこそ、近代日本に制度化されるべき「実学」だった・・・彼が明治維新のベストセラー『学問のすすめ』（1872－76年）で訴えたかったのは、とりわけ「実学」の振興であった。」

　佐々木、p.13 ・・・「17世紀の西欧で近代科学が誕生しつつあった時も、今日私たちが近代哲学の祖と崇めるデカルトのような「数理学」への徹底した帰依者はごく例外的であった。多くの学者たちは伝統的なアリストテレス主義的学問観（それも「倫理」を中心とする）を信奉しつづけ、その中に振興近代科学を部分的に取り入れようとした。

幕末から明治初期への転換期の日本でも同様のことが起こっていたと言ってよいのである。そういったさまざまな折衷主義的学者たちの中にあって福澤は学問思想における根底的改革者としての地歩を築きえたのである。」 

　人間の頭脳・精神が活発に働くためには、休養、余暇の楽しみがなければならない。精神的緊張を解きほぐすリラックスの時間、自由時間の大切さ。スポーツ、音楽鑑賞、映画鑑賞、その他自由で楽しくのびのびする時間が必要。

　　　

→会社に縛られる時間の短縮化（労働時間の短縮化）が不可欠。

�　伊丹敬之は、日本企業を人本主義企業と言うが、アメリカと比してみた場合、果たして本当にそうか？　GDP統計は別の側面を示していないか？





� 失業は、その個人にとってだけではなく、社会的に実に大きな損失となる。


その点、スティグリッツは、きちんと解説している。『マクロ経済学第2版』p.78-80.


「失業とは、就業する意志と能力がある人が生産活動に従事していないということであり、経済学においては資源が十分に使われていないことを意味する。・・・失業は、個人の給料を失わせるだけでなく、彼らの自尊心をもひどく傷つける。・・・失業者とその家族は貧困生活に陥るか、政府や民間の慈善に頼ると言う悲哀を味わうかの選択を強いられる。・・・


　失業問題は、その労働者が所属する年齢階層によってそれぞれに異なったものになる。若年層にとっては、技術的能力であれ、責任感や時間厳守と言った仕事の基本的な心構えであれ、職業上の熟練度を向上させるためには、仕事に就くこと自体が必要なのである。若年層の失業は、とりわけ失業期間が長い場合には、その時期の貴重な人的資源が失われるばかりでなく、将来の労働生産性の低下にもつながることになる。失業期間中には、技術を高めるための重要なOJT(職場内訓練)を受けたり、職場での生産性を高めるための作業慣行を身に着けることができない。また、長期間失業している若年層は、社会から疎外を感じたり、麻薬や犯罪などの反社会的行動に走りがちである。・・・・」





「アメリカ・・・健康でありながら仕事がない数百万人の集団がある。1991年の不況期に


は850万人が失業し、そのうち4分の１は15週間以上その状態がつづいていた。経済全体の観点からすれば、潜在的に生産力のある人々が仕事をみつけられないことは大きな損失である。1980年代初期の高失業率による生産額の損失は、1年当たり1220億ドルから3200億ドルに及ぶという試算もあり、それらは１人当たりでは500ドルから1300ドルに達する。言い換えるならば、これらの失業者が職を得ていたならば、アメリカ人は老若男女を問わず1300ドル余分に得ていたことになるのである。」





� 有斐閣『経済辞典』第5版より。


ジニ係数Gini coefficient 


所得分配の不平等度を測る指標。縦軸に累積所得の百分比，横軸に累積人員の百分比をとるとき，対角線は分配の完全平等を示し，現実の分配は対角線を弦とする弓形の曲線で示される。これをローレンツ曲線といい，ジニ係数はローレンツ曲線と対角線で囲まれた部分の面積と対角線下の三角形の面積の比となる。(参) � HYPERLINK "javascript:parent.Right.OnClickAnchor('K00805700')" �ジニ法則 �
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有斐閣『経済辞典第5版』より


集中指数 


index of concentration 


例えば，ある産業の生産高であれば，その産業の総生産高の内，トップ1社が占める割合，トップ2社が占める割合，と順に求めるとローレンツ曲線を導くことができる。集中度としてよく使われるジニ係数は，ローレンツ曲線を元にした係数で，トップ数社の占有率が高いと1に近い値を取る。 �
�
�






� マルクス『経済学批判』（第一章、A商品の分析の史的考察）、『全集』第13巻、37ページ（岩波文庫版もある）。





ぺティは、信教の自由を商業の一条件として弁護する。


「なぜなら、富を余り持たないものが、とくに主として貧しいものに属する神の問題については、多くの知恵と理解力を持っている，という考えを彼らに許しさせすれば、貧しいものは勤勉となり、労働と勤勉を神にたいする義務だと考えるようになるからである。」


だから商業は「どれか一つの宗教と結びついているものではなく、むしろつねに全体のうちの異端的な部分と結びついているもの」である。ウィリアム・ぺティ著大内兵衛・松川七郎訳『政治算術』岩波文庫、55‐58ページ。





歴史的に、すなわち、封建社会からそれを解体するものとして商品・貨幣経済が生まれてくるプロセスでは、たとえば江戸時代の階層秩序に見られるように、商業・商人は低い位置に置かれていたのは、日本でも周知の事実であろう。





　マルクス (同、37ページ) によれば、


ぺティは｢天才的な豪胆さ｣を持った人物で、たとえばアイルランドとスコットランド高地のすべての住民と動産を大ブリテンの他の地方に移そうという提案をしている。そうすれば、労働時間は節約され、労働の生産力が引き上げられ、イギリスが富強になるというのである。


｢大規模な住民移動｣の発想は、ペティにすでにあったのだ。


そのペティは、｢まったく浮薄な一外科軍医であって、クロムウェルの庇護の下にアイルランドで略奪する一方で、また、チャールズ二世に取り入って略奪に必要な従男爵の称号をかちえるのをはばからなかったほどである｣という。


富国のための洞察、経済全体に関する天才的洞察力と一地域全体の住民移動、略奪を物ともしない精神とが結びついていたのだ。
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